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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第68期 第69期 第70期 第71期 第72期

決算年月 2015年３月 2016年３月 2017年３月 2018年３月 2019年３月

売上高 （百万円） 13,136 12,658 12,048 11,732 11,249

経常利益 （百万円） 1,347 1,046 1,116 1,508 1,482

親会社株主に帰属する

当期純利益
（百万円） 780 647 635 998 996

包括利益 （百万円） 980 565 777 1,107 772

純資産額 （百万円） 19,555 19,700 20,230 20,891 21,053

総資産額 （百万円） 23,142 22,835 23,615 24,549 24,554

１株当たり純資産額 （円） 1,012.66 1,036.54 1,064.43 1,118.89 1,154.53

１株当たり当期純利益 （円） 40.41 33.74 33.43 52.89 53.67

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 84.5 86.3 85.7 85.1 85.7

自己資本利益率 （％） 4.1 3.3 3.2 4.9 4.8

株価収益率 （倍） 10.6 11.4 12.0 11.4 10.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,498 851 1,664 1,624 1,266

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △418 △837 △554 △167 △315

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △339 △470 △217 △447 △609

現金及び現金同等物の

期末残高
（百万円） 7,143 6,687 7,579 8,589 8,929

従業員数

（名）

241 233 216 205 194

（他、平均臨時

従業員数）
（200） （221） （184） （124） （102）

（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員数を表示しております。

４　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を当連結会計年

度の期首から適用しており、前連結会計年度以前に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を

遡って適用した後の指標等となっております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第68期 第69期 第70期 第71期 第72期

決算年月 2015年３月 2016年３月 2017年３月 2018年３月 2019年３月

売上高 （百万円） 11,804 11,499 11,003 10,513 10,013

経常利益 （百万円） 1,102 854 947 1,702 1,401

当期純利益 （百万円） 627 611 524 1,263 1,002

資本金 （百万円） 2,346 2,346 2,346 2,346 2,346

発行済株式総数 （株） 24,771,561 24,771,561 24,771,561 24,771,561 24,771,561

純資産額 （百万円） 18,368 18,445 18,887 19,799 19,980

総資産額 （百万円） 21,631 21,459 22,084 23,210 23,254

１株当たり純資産額 （円） 951.23 970.52 993.80 1,060.42 1,095.69

１株当たり配当額

（円）

15.00 13.00 13.00 20.00 20.00

（内、１株当たり

中間配当額）
（0.00） （0.00） （0.00） （0.00） （0.00）

１株当たり当期純利益 （円） 32.46 31.85 27.61 66.95 53.98

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 84.9 86.0 85.5 85.3 85.9

自己資本利益率 （％） 3.5 3.3 2.8 6.5 5.0

株価収益率 （倍） 13.2 12.0 14.5 9.0 10.6

配当性向 （％） 46.2 40.8 47.1 29.9 37.1

従業員数

（名）

153 147 133 124 118

（他、平均臨時

従業員数）
（－） （－） （－） （－） （－）

株主総利回り （％） 101.8 94.5 101.6 152.9 149.7

（比較指標：ＴＯＰＩＸ

（東証株価指数））
（％） (130.7) (116.5) (133.7) (154.9) (147.1)

最高株価 （円） 450 458 420 750 648

最低株価 （円） 385 373 340 385 434

（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第71期の１株当たり配当額には、創立70周年記念配当４円を含んでおります。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

４　従業員数は、就業人員数を表示しております。

５　最高株価及び最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。

６　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を当事業年度の

期首から適用しており、前事業年度以前に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用

した後の指標等となっております。
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２【沿革】

1946年３月 故山田松義が個人で悉皆業山田商店を創業

1948年９月 株式会社キング染工芸社を設立し、京都市中京区に本社を置き、呉服業開始

1949年９月 キング染織株式会社に社名変更し、本社を京都市下京区に移転

〃 呉服からテキスタイルに転換開始

1957年２月 東京都千代田区に出張所を開設

1958年６月 本社を京都市中京区に移転

1960年12月 東京出張所を中央区に移転（日本橋店）

1961年７月 キング商事株式会社に社名変更

1968年３月 レディスアパレルに進出

1968年５月 福岡市博多区に福岡店を設置

1970年４月 大阪市東区に大阪店を設置

1972年４月 京都市下京区に本社新築

1974年10月 東京都品川区に五反田店新築

1977年９月 東京都品川区に第二五反田店を開設

1978年３月 株式会社キングに社名変更

1978年９月 大阪証券取引所市場第二部、京都証券取引所に株式上場

1980年５月 西独デュッセルドルフに海外駐在員事務所開設

1981年３月 大阪府吹田市に大阪店新築

1982年１月 株式会社プリンスエイジェンシー設立

1983年10月 株式会社ポーン設立（現 連結子会社）

1984年４月 株式会社東京ベリータ設立

1986年４月 株式会社ザ・ケイ・コレクション設立

1987年10月 株式会社エス企画設立（現 連結子会社）

1988年７月 ケイ・サービス株式会社設立

1988年12月 東京都渋谷区に原宿オフィス、千駄ヶ谷オフィスを開設

〃 西独デュッセルドルフ海外駐在員事務所を閉鎖

1990年１月 五反田店を東京本社に、第二五反田店を五反田店に、それぞれ名称を変更

1993年12月 東京都品川区に東京本社アネックス店を開設し、原宿オフィス、千駄ヶ谷オフィスを移転

1996年３月 東京都品川区（東京本社隣接地）に東京本社新築（第一期工事）

1996年９月 大阪証券取引所市場第一部銘柄に指定

1997年４月 東京都渋谷区に原宿アネックスを開設し、日本橋店を移転

1998年６月 福岡店を大阪店に統合

1998年８月 東京都品川区に東京本社を新築（第二期工事）し、五反田店、東京本社アネックス店を統合

2000年４月 株式会社東京ベリータとケイ・サービス株式会社が合併し、株式会社キングファッションサービスに社

名変更

2001年７月 本社機能を本社（京都）から大阪店に移転するとともに、大阪店を大阪本社に、本社（京都）を京都本

店（登記上の本店）に、それぞれ名称を変更

〃 株式会社キングファッションサービスが株式会社キングアパレルサポート（現 連結子会社）に社名変

更

2001年12月 東京都渋谷区に渋谷店を開設し、原宿アネックスを移転

2003年４月 株式会社ザ・ケイ・コレクションを吸収合併

〃 株式会社キングテキスタイル設立

2010年４月 本社機能を大阪本社から東京本社に移転するとともに、大阪本社を大阪店に名称を変更

〃 株式会社ポーンが株式会社キングテキスタイルを吸収合併

2013年７月 大阪証券取引所と東京証券取引所の現物市場統合により、東京証券取引所市場第一部に上場

2016年３月 株式会社プリンスエイジェンシーを清算
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社及び子会社３社で構成されており、その主要な事業は衣料品等繊維品事業及び不動産賃貸事

業であります。子会社３社はすべて連結子会社であります。

　当社グループの事業に係わる位置付け及びセグメントとの関連は、次のとおりであります。

 

（アパレル事業）

　当社はレディスアパレル・ファッショングッズの卸売を行っております。また、㈱エス企画はアパレル用附属品・

販促資材の卸売を行っており、当社に一部商品の供給を行っております。

　なお、㈱キングアパレルサポートは企画・販売・物流並びに事務業務の代行等を行っており、当社、㈱ポーン、㈱

エス企画はそれらの業務の一部を同社に委託しております。

（テキスタイル事業）

　㈱ポーンはテキスタイルの卸売を行っており、当社に一部商品の供給を行っております。

（エステート事業）

　当社は主にオフィスビルの賃貸等を行っております。

 

　事業の系統図は、次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の

内容

議決権の
所有又は
被所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）      

㈱ポーン 東京都渋谷区 10
テキスタイル

事業
100.0

当社にテキスタイル商品を販売しております。

また、当社所有の建物を賃借しております。

役員の兼任（当社従業員３名）

㈱エス企画 東京都品川区 10 アパレル事業 100.0

当社にアパレル用附属品・販促資材を販売しており

ます。また、当社所有の建物を賃借しております。

役員の兼任（当社従業員４名）

㈱キングアパレルサポート 東京都品川区 10 アパレル事業 100.0

当社より企画・販売・物流並びに事務業務の委託及

び債務保証を受けております。

役員の兼任（当社役員１名、当社従業員３名）

（注）　「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

 

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 2019年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（名）

アパレル事業 156 （86）

テキスタイル事業 10 （3）

エステート事業 - （-）

全社（共通） 28 （13）

合計 194 （102）

（注）１　従業員数は就業人員数であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員（店頭販売員等）の年間平均雇用人員数であります。

なお、前連結会計年度末に比べ臨時従業員数が減少しておりますが、主にアパレル事業における取引形態変

更等による減少であります。

３　エステート事業は全社（共通）の従業員が兼務しております。

４　全社（共通）は、管理部門の従業員であります。

 

(2）提出会社の状況

   2019年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

118 42.2 18.3 6,512

 

セグメントの名称 従業員数（名）

アパレル事業 99

エステート事業 -

全社（共通） 19

合計 118

（注）１　従業員数は就業人員数であります。

２　エステート事業は全社（共通）の従業員が兼務しております。

３　全社（共通）は、管理部門の従業員であります。

４　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(3）労働組合の状況

　当社グループには労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

 

(1）会社の経営の基本方針

　当社には「もの言わぬものに、もの言わせるものづくり」という社是と、「私たちは、常に社会と生活者を見つ

め、たゆまぬ創造と変革を行い、より充実した生活にしよう」という企業理念があり、この社是・企業理念に沿っ

て、以下の方針で経営に取り組んでおります。

 

①　“ファッション産業”という当社の本業に徹する。

②　ベターアップ商品でのクリエーション展開に特化し、素材・品質・着心地・ファッション性の全てにわたって

ハイクオリティを目指す。

③　企業規模の大小にとらわれず、企業理念に沿って、その存在価値が株主・お取引先・社員など全ての利害関係

者から明確に認められ、安定した収益と成長を確保できるエクセレントカンパニーを目指す。

 

(2）目標とする経営指標

　当社グループは、安定した成長性と収益性により、企業価値の継続的な向上を図ることが重要であると認識して

おり、より一層の効率的な経営を推進することにより、売上高経常利益率の更なる向上を目指しております。

 

(3）中長期的な会社の経営戦略

　当社グループでは、“ファッション産業”という本業に徹するという基本方針のもと、主力のアパレル部門で

は、キャリアからミセスのベターアップゾーンに特化・集中し、高品質・高感度商品の提供や、適切な店頭展開と

サービスの実施により、ブランドロイヤリティを向上させると共に、ショップ開拓やブランド開発にも注力し、ブ

ランド間競争における優位性を確保しつつ、並行して生産コストの合理化や諸経費の効率的使用により、安定的な

発展を目指すことを経営戦略の基本としております。

 

(4）経営環境及び対処すべき課題

　今後の見通しにつきましては、国内景気は雇用・所得環境の改善が続くなかで緩やかな回復傾向が期待されます

ものの、個人消費においては消費税増税による影響が懸念されるなか、海外経済の不確実性も相俟って、景気の先

行きは不透明であり、引き続き難しい経営環境が継続するものと予想されます。

　このような環境のもと、当社グループでは、お客様にご満足いただける「強いものづくり」を変わらぬ基軸と

し、「上質＝プレミアム」に強くこだわり、付加価値の高い商品力を徹底追求し、高品質・高感度な商品づくりに

引き続き注力すると共に、ブランド構成を拡充した複合ブランドショップ開発、店頭運営力の更なる向上、生産管

理機能の一層の強化、経費の効率使用に努め、科学（構造式）をベースに、感性（想像力）を駆使して、継続的、

安定的に質の高い事業構造を目指すべく全力を傾注する所存であります。
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(5）当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社が企業価値ひ

いては株主共同の利益を継続的かつ安定的に確保し、向上していくことを可能とする者である必要があると考えて

おります。

　当社は、当社株式について大量買付等がなされる場合であっても、これが当社の企業価値・株主共同の利益に資

するものであれば、これを一概に否定するものではありません。また、株式会社の支配権の移転を伴う株式の大量

買付提案についての判断は、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。

　しかしながら、株式の大量買付等の中には、企業価値ひいては株主共同の利益に明白な侵害をもたらすもの、株

主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が大量買付行為の内容や条件等に

ついて十分検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、

対象会社が買付者の提示した条件よりも有利な条件を引き出すために買付者との交渉を必要とするもの等、対象会

社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

　特に、当社の企業価値の源泉は、主に、① アパレル市場におけるミッシー・ミセスゾーンで長年にわたって

培ってきたブランド力、② ベターアップ商品でのクリエーション展開に特化しての高品質・高感度な商品開発

力、③ 優れた製品品質とそれを支える技術力、並びに、高い生産性と縫製技術による生産・供給体制、④ 当社と

顧客をつなぐ様々な販売チャネルの取引先との密接な人的関係に支えられた信頼関係、⑤ 充実した教育を受け豊

富な販売経験を有する当社のファッション・アドバイザーが直接顧客に接し販売することによりもたらされる顧客

からの信頼等にあり、これらが株式の大量買付等を行う者により中長期的に確保され、向上させられるのでなけれ

ば、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。

　当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付等を行う者は、当社の財務及び事業の

方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付等に対しては、必要かつ相当な対抗措

置を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

　当社は、上記方針に基づき、2019年５月７日開催の当社取締役会において、不適切な者によって当社の財務及び

事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みである買収防衛策の導入、変更、継続、廃止及び発動

にあたり、株主の意思を法的により明確な形で反映させるべく、2019年６月27日開催の当社定時株主総会における

株主の皆様の承認を条件として当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）（以下、「本プラン」とい

う）の継続を決議いたしました。

　なお、2019年６月27日開催の当社定時株主総会において「本プラン」につき、当社株主の皆様のご承認をいただ

いております。

　「本プラン」の概要は以下のとおりであります。

 

(a）本プランの概要

①本プランの手続きの設定

　本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、当社の株式等

に対する買付等もしくはこれに類似する行為またはその提案が行われる場合に、買付等を行う者に対し、事前

に当該買付等に関する必要かつ十分な情報の提供を求め、当該買付等についての情報収集・検討等を行う時間

を確保した上で、株主の皆様に当社経営陣の計画や代替案等を提示したり、買付者等との交渉を行っていくた

めの手続きを定めるものです。

 

②新株予約権の無償割当ての利用

　買付者等が本プランにおいて定められた手続に従うことなく買付等を行う等、当社の企業価値ひいては株主

共同の利益が害されるおそれがあると認められる場合には、当社は、対抗措置として買付者等による権利行使

は認められないとの行使条件及び当社が買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得する旨の

取得条項が付された新株予約権（以下「本新株予約権」という）を、その時点の全ての株主に対して新株予約

権の無償割当て（会社法第277条以降に規定される）の方法により割当てます。

 

③取締役会の恣意的判断を排するための独立委員会の利用

　本プランにおいては、本新株予約権の無償割当ての実施、不実施または取得等の判断について、当社取締役

会の恣意的判断を排するため、独立委員会規程に従い、当社経営陣からの独立性の高い社外取締役、社外監査

役、または社外の有識者から構成される独立委員会の判断を経ると共に、株主の皆様に独立委員会が適切と判

断する時点で情報開示を行うことにより透明性を確保することとしています。また、独立委員会は、当社取締

役会に対し、本プラン所定の場合には、本新株予約権の無償割当ての実施に関して株主の皆様の意思を確認す

るよう勧告することがあります。
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④本新株予約権の行使等による買付者等への影響

　本プランに従って本新株予約権の無償割当てがなされ、買付者等以外の株主の皆様により本新株予約権が行

使された場合、または当社による本新株予約権の取得と引換えに、買付者等以外の株主の皆様に対して当社株

式が交付された場合、当該買付者等の有する当社株式の議決権割合は希釈化される可能性があります。

 

⑤対象となる買付等

　本プランは下記（イ）または（ロ）に該当する当社株式等の買付またはこれに類似する行為（ただし、当社

取締役会が承認したものを除く。当該買付行為を、以下「買付等」という）がなされる場合を適用対象としま

す。買付等を行う者または提案する者（以下「買付者等」という）は、予め本プランに定める手続きに従うこ

ととします。

（イ）当社が発行者である株式等について、保有者の株式等保有割合が20％以上となる買付

（ロ）当社が発行者である株式等について、公開買付に係る株式等の株式等所有割合及びその特別関係者の株

式等所有割合の合計が20％以上となる公開買付

 

(b）具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

　本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されたも

のであり、当社の基本方針の実現に資するものであります。

　また、本プランは、当社株式に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の皆様が

判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、株主の皆様のために買付

者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させ

るという目的をもって導入されたものであり、基本方針に沿うものであります。

　したがって、当社取締役会は、本プランは、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、また、当社役員の

地位の維持を目的とするものではないと考えております。
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２【事業等のリスク】

　当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性があると考えられる主なリスクには、以下の

ようなものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものでありま

す。

 

(1）外部環境の変化について

　当社グループの主要な事業は衣料品等繊維品事業であるため、景気動向、市場動向及び天候不順等による外部環

境の変化により売上高が減少するリスクが想定され、当社グループの業績や財務状況に影響を与える可能性があり

ます。

 

(2）海外からの商品調達について

　当社グループでは、当社が企画した商品の生産を商社や国内の協力メーカーに委託し、商品として仕入れており

ますが、生産委託した商品が海外（大部分が中国）で生産される割合が高まっております。したがって、中国政府

の輸出に関する規制や日本政府の中国からの輸出品に対する規制などによる輸入環境の変化、中国の経済情勢の変

化及び災害の発生等により、当社グループの商品調達に支障をきたした場合は、当社グループの業績や財務状況に

影響を与える可能性があります。

 

(3）システムに関するリスクについて

　当社グループの事業活動において、コンピュータシステムと通信ネットワークを介して業務処理を実施してお

り、自然災害や事故等によるコンピュータシステムと通信ネットワークの不具合、コンピュータウイルスに起因す

る情報システムの停止、外部からの不正な侵入による社内データベースの漏洩・消失等により、当社グループの業

績や財務状況に影響を与える可能性があります。

 

(4）退職給付債務について

　当社グループの退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上の前提条件や年金資産の長期期待運用収益率に基

づいて算出されており、実際の結果が前提条件と異なる場合、又は前提条件が変更された場合、その影響は将来期

間において認識される費用及び債務に影響を与えることになります。退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

（割引率、長期期待運用収益率等）が悪化した場合、当社グループの業績や財務状況に影響を与える可能性があり

ます。

 

(5）法的規制等について

　現在、当社グループが事業を推進する上で、当社グループの事業そのものを規制する法的規制はありませんが、

事業者としてのあらゆる法的規制を受けております。当社グループはこれらの法的規制についても遵守を徹底して

おりますが、各種法令の変化に対して当社が適切に対応できなかった場合、当社グループの業績や財務状況に影響

を与える可能性があります。

 

(6）自然災害等について

　地震等の自然災害や火災等の事故等により当社グループの事業所等の営業拠点に重要な影響を及ぼす事象が発生

した場合、当社グループの業績や財務状況に影響を与える可能性があります。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を当連結会計年度の期首か

ら適用しており、財政状態については遡及処理後の前連結会計年度末の数値で比較を行っております。

 

(1)経営成績等の状況の概要

　当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

（以下、「経営成績等」という。）の状況の概要は、以下のとおりであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況

　当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な企業業績を背景とした設備投資の増加や雇用・所得情勢の改善等

により緩やかな回復基調で推移しましたが、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響等の懸念により、先

行きは不透明な状況が続いております。

　当アパレル・ファッション業界におきましては、消費者の衣料品に対する節約志向は依然として根強く、自然災

害や天候不順等の影響もあり、総じて厳しい経営環境が続いております。

　このような環境のもと、当社グループでは、「強いものづくり」に基軸を置き、事業構造式の変革・進化に取り

組み、ものづくりにおける独自性・複雑性を徹底追求し、お客様にご満足いただける高品質・高感度な商品づくり

に注力すると共に、売上高の拡大、収益構造の一層の強化に向けて、新規ショップ開発、既存ショップの売上拡

大、店頭運営力の進化と向上、生産管理機能の強化、経費の効率使用に努めてまいりました。

 

　この結果、当連結会計年度の財政状態及び経営成績は、以下のとおりとなりました。

 

（a）財政状態

　当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ４百万円増加の245億54百万円（前連結会計年度末は

245億49百万円）となりました。

　当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ１億57百万円減少の35億１百万円（前連結会計年度末

は36億58百万円）となりました。

　当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ１億62百万円増加の210億53百万円（前連結会計年

度末は208億91百万円）となりました。

 

（b）経営成績

　当連結会計年度における売上高は前期比4.1％減少の112億49百万円、営業利益は前期比1.4％減少の14億13百万

円、経常利益は前期比1.8％減少の14億82百万円となり、親会社株主に帰属する当期純利益は前期比0.1％減少の９

億96百万円となりました。

 

　事業セグメント別の状況は以下のとおりであります。

 

（アパレル事業）

　「強い商品が全てに優先する」ことをアパレル事業における揺るがない基軸として、企画部門は高品質・高感度

な「ものづくり」を目指して、上質で複雑性のある差別化された素材開発の強化、店頭活性化に向けた企画発信の

プロモーションの強化等に取り組むと共に、引き続き生産管理機能の強化に取り組みました。

　営業部門では、売上高の拡大を最重要課題として、新ブランド「ＰＲＥＵＶＥ（プルーヴ）」を含めたブラン

ド・ラインアップをもとに、ブランド構成のバリエーションを拡充し、新たな複合ブランドショップの開発を推し

進めると共に、既存ショップの売上拡大に向けては、展開ブランドの拡充、店頭運営力の強化等に努めてまいりま

した。また、ソーシャル・ネットワーキング・サービス（ＳＮＳ）がビジネスにおいても様々に広がりを見せるな

か、お客様と店頭との新たな情報交換ツールとしてスマートフォン対応アプリの運用を開始いたしました。

　以上のような諸施策に取り組みましたが、消費者の衣料品に対する買い控え傾向は依然として根強く、売上高は

前期比6.7％減少の94億85百万円、営業利益は前期比25.0％減少の７億64百万円となりました。
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（テキスタイル事業）

　テキスタイルのプロフェッショナルとして自己完結型ビジネススタイルの更なる進化を目指すと共に、売上高の

拡大に向けて、既存主力先の深耕化、次期主力先の開発強化、次世代人材の育成に取り組みました。また、「ヴィ

ンテージコレクション」を中心とした意匠力の強化や素材・加工方法の開発推進、提案力向上にも注力し、他には

ない企画提案型テキスタイルコンバーターとして競争力の強化に努めました。

　その結果、売上高は前期比3.1％増加の10億76百万円、営業利益は前期比52.5％増加の77百万円となりました。

 

（エステート事業）

　東京・京都・大阪の各不動産に係る賃貸事業につきましては、引き続き資産の有効活用に努めました結果、売上

高は前期比31.8％増加の６億87百万円、営業利益は前期比44.0％増加の５億72百万円となりました。

 

②キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度に比

べ、３億40百万円増加し、当連結会計年度末の残高は89億29百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動による資金は、12億66百万円増加（前期は16億24百万円増加）となりました。これは主に、税金等調整

前当期純利益の計上等によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による資金は、３億15百万円減少（前期は１億67百万円減少）となりました。これは主に、有形固定資

産の取得等によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による資金は、６億９百万円減少（前期は４億47百万円減少）となりました。これは主に、自己株式取

得と配当金の支払による支出によるものであります。

 

③仕入及び販売の実績

(a）仕入実績

　当連結会計年度における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 仕入高（百万円） 前年同期比（％）

アパレル事業 4,010 △3.4

テキスタイル事業 825 3.0

エステート事業 - -

合計 4,835 △2.4

（注）１　金額は仕入価額によっております。

２　セグメント間取引については、相殺消去しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(b）販売実績

　当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（％）

アパレル事業 9,485 △6.7

テキスタイル事業 1,076 3.1

エステート事業 687 31.8

合計 11,249 △4.1

（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先別の販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10未満であるため、記載を省略しております。
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（2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は以下のとおりでありま

す。

　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

①重要な会計方針及び見積もり

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づいて作成して

おります。この連結財務諸表の作成にあたって採用しております「重要な会計方針」については、「第５　経理の

状況　注記事項　（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）」に記載しているため省略しております。

なお、将来の見通しに関する記述については、現在入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績とは

異なる場合があります。

 

②当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

（ａ）財政状態の分析

（資産）

　当連結会計年度末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ４百万円増加の245億54百万円（前連結会計

年度末は245億49百万円）となりました。

　当連結会計年度末における流動資産は、131億89百万円（前連結会計年度末は129億54百万円）となり、前連結

会計年度末に比べ、２億34百万円増加いたしました。これは主に、現金及び預金の増加と受取手形及び売掛金の

減少によるものであります。

　当連結会計年度末における固定資産は、113億65百万円（前連結会計年度末は115億94百万円）となり、前連結

会計年度末に比べ、２億29百万円減少いたしました。これは主に、無形固定資産及び投資有価証券の減少と有形

固定資産の増加によるものであります。

 

（負債）

　当連結会計年度末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ１億57百万円減少の35億１百万円（前連結会

計年度末は36億58百万円）となりました。

　当連結会計年度末における流動負債は、24億60百万円（前連結会計年度末は25億95百万円）となり、前連結会

計年度末に比べ１億34百万円減少いたしました。これは主に、支払手形及び買掛金、並びに未払消費税等の減少

によるものであります。

　当連結会計年度末における固定負債は、10億40百万円（前連結会計年度末は10億62百万円）となり、前連結会

計年度末に比べ、22百万円減少いたしました。これは主に、資産除去債務の増加と長期借入金の返済が１年以内

になったことによる流動負債への振替によるものであります。

 

（純資産）

　当連結会計年度における純資産合計は、210億53百万円（前連結会計年度末は208億91百万円）となり、前連結

会計年度末に比べ、１億62百万円増加いたしました。これは主に、利益剰余金の増加によるものであります。

 

（ｂ）経営成績の分析

（売上高）

　当連結会計年度における売上高は、前連結会計年度に比べ４億82百万円減少の112億49百万円（前期比4.1％減

少）となりました。セグメント別の売上高につきましては、「(1)経営成績等の状況の概要　①財政状態及び経

営成績の状況」に記載しております。

 

（売上総利益）

　当連結会計年度における売上総利益は、前連結会計年度に比べ３億14百万円減少の62億99百万円（前期比

4.8％減少）となりました。主な減少要因は、売上高の減少によるものであります。

 

（営業利益）

　当連結会計年度における営業利益は、前連結会計年度に比べ19百万円減少の14億13百万円（前期比1.4％減

少）となりました。主な減少要因は、売上総利益の減少によるものであります。
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（経常利益）

　当連結会計年度における経常利益は、前連結会計年度に比べ26百万円減少の14億82百万円（前期比1.8％減

少）となりました。売上高経常利益率は、前連結会計年度に比べ0.3ポイント増加の13.2％となりました。

 

（親会社株主に帰属する当期純利益）

　当連結会計年度における親会社株主に帰属する当期純利益は、前連結会計年度に比べ１百万円減少の９億96百

万円（前期比0.1％減少）となりました。

 

（ｃ）キャッシュ・フローの分析

　当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの分析につきましては、「(1)　経営成績等の状況の概要　②

キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

 

③経営成績に重要な影響を与える要因についての分析

　当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「第２　事業の状況　２　事業等のリス

ク」に記載のとおりであります。

 

④資本の財源及び資金の流動性

（ａ）資金需要

　当社グループの運転資金需要につきましては、主に、仕入債務の他、販売費及び一般管理費等、営業活動によ

るものであります。

　また、設備投資資金需要につきましては、主に、店舗開発等の設備投資によるものであります。

 

（ｂ）財政政策

　当社グループは、財務基盤の健全化に努めており、運転資金及び設備投資資金につきましては、基本的に内部

資金により充当し、必要に応じて事業運営に必要な資金を銀行等の金融機関からの借入により調達できることに

しております。

　当社グループは、健全な財政状態や営業活動により得られるキャッシュ・フローを基本に、成長投資を図るた

めに将来必要な運転資金及び設備投資資金を調達することが可能と考えております。

　また、内部留保資金につきましては、高効率の企業体質を作り上げるためのブランド開発、店舗開発等の事業

投資を優先しつつ、株主還元としての自己株式取得も含め、中長期的な視点で投資効率の高い活用を検討してま

いります。

 

４【経営上の重要な契約等】

　特記すべき事項はありません。

 

５【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループの当連結会計年度における設備投資の総額は376百万円で、主にアパレル事業における専門店・百貨

店の店頭内装設備の取得によるものであります。

　なお、営業活動に重大な影響を与えるような固定資産の売却、撤去等はありません。

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

2019年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名）建物及び

構築物
土地

(面積㎡)
その他 合計

東京本社

（東京都品川区）
全社（共通） 事業所設備 894

2,129

(1,298)
44 3,067 80

大阪店

（大阪府吹田市）
全社（共通）

事業所設備・賃

貸用事業所設備
323

552

(1,826)
62 937 38

京都本店

（京都市下京区）
全社（共通）

事業所設備・賃

貸用事業所設備
150

158

(1,919)
5 314 －

賃貸等不動産

（東京都港区）
全社（共通）

賃貸用事業所設

備
184

2,112

(296)
0 2,297 －

ショップ

（全国各地）
全社（共通） 店頭内装設備 290 － 98 388 －

（注）１　帳簿価額「その他」の主な内容は、工具、器具及び備品であります。

２　現在休止中の主要な設備はありません。

３　大阪店の建物（9,850㎡）を連結会社以外に賃貸しており、その賃貸面積は4,960㎡であります。

４　京都本店の建物（7,135㎡）を連結会社以外に賃貸しており、その賃貸面積は4,872㎡であります。

５　資産については、事業セグメントに配分していないため、セグメントの名称欄には全社（共通）として記載

しております。

６　従業員数欄には、事業所に従事する人員数を記載しております。

 

(2）国内子会社

　主要な設備はありません。

 

(3）在外子会社

　該当事項はありません。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

　該当事項はありません。

 

(2）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 95,572,000

計 95,572,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（2019年３月31日）

提出日現在
発行数（株）

（2019年６月27日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 24,771,561 24,771,561
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は

100株であります。

計 24,771,561 24,771,561 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2001年８月10日 △308,000 24,771,561 － 2,346 － 8,127

（注）　発行済株式総数の減少は、自己株式の消却によるものであります。

 

（５）【所有者別状況】

       2019年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数（人） - 18 22 67 61 2 3,058 3,228 －

所有株式数

（単元）
- 48,444 1,463 49,677 10,874 3 137,151 247,612 10,361

所有株式数の

割合（％）
- 19.56 0.59 20.06 4.39 0.00 55.39 100.00 －

（注）　自己株式6,536,108株は、「個人その他」に65,361単元、「単元未満株式の状況」に８株含まれております。
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（６）【大株主の状況】

  2019年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

大同生命保険株式会社

（常任代理人　日本トラスティ・

サービス信託銀行株式会社）

大阪府大阪市西区江戸堀１丁目2-1

（東京都中央区晴海１丁目8-11）
1,140 6.25

一般財団法人山田育英財団
京都府京都市下京区東塩小路高倉町

２番の１
1,096 6.01

キング共栄会 大阪府吹田市豊津町1-7 1,048 5.75

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目7-1 930 5.10

株式会社中央倉庫 京都府京都市下京区朱雀内畑町41 914 5.01

株式会社京都銀行

（常任代理人　資産管理サービス

信託銀行株式会社）

京都府京都市下京区烏丸通松原上る

薬師前町700

（東京都中央区晴海１丁目8-12）

842 4.62

有限会社ワイ・エンタープライズ 京都府京都市左京区下鴨中川原町110 800 4.39

山田　幸雄 京都府京都市左京区 731 4.01

日本生命保険相互会社

（常任代理人　日本マスター

トラスト信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目6-6

（東京都港区浜松町２丁目11-3）
503 2.76

三井物産株式会社

（常任代理人　資産管理サービス

信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目1-3

（東京都中央区晴海１丁目8-12）
475 2.61

計 － 8,481 46.51

（注）１　当社は自己株式6,536千株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２　キング共栄会は、当社と継続的取引関係にある仕入先企業等を対象とした持株会であります。

３　一般財団法人山田育英財団は、1981年10月に当社創業者である故山田松義が、大学在学者で学力優秀、品行

方正でありながら経済的事由により修学困難な者を対象に奨学援助を行い、国家社会有用の人材育成に寄与

することを目的に設立した財団であります。

４　株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから、2018年４月16日付で提出された大量保有報告書の変更

報告書により、2018年４月９日現在において株式会社三菱ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社、三菱

ＵＦＪ国際投信株式会社の３社で1,300千株（発行済株式総数に対する割合5.25％）の当社株式を共同保有

している旨の開示がなされておりますが、上記の表中に記載の株式会社三菱ＵＦＪ銀行を除き、当社として

議決権行使基準日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めており

ません。

なお、大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 保有株券等の数（千株）
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 930 3.75

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 338 1.37

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社 32 0.13

合計 1,300 5.25
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2019年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 6,536,100

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,225,100 182,251 －

単元未満株式 普通株式 10,361 － －

発行済株式総数  24,771,561 － －

総株主の議決権  － 182,251 －

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式８株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2019年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）

株式会社キング

京都市下京区東塩小路高倉

町2-1
6,536,100 － 6,536,100 26.39

計 － 6,536,100 － 6,536,100 26.39

 

EDINET提出書類

株式会社　キング(E02645)

有価証券報告書

18/72



２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第３号による普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づく取締役決議による取得

 

区分 株式数（株） 価格の総額（円）

取締役会（2018年11月８日）での決議状況

（取得期間　2018年11月９日）
300,000 149,400,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 172,200 85,755,600

残存決議株式の総数及び価格の総額 127,800 63,644,400

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 42.6 42.6

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 42.6 42.6

 

区分 株式数（株） 価格の総額（円）

取締役会（2019年２月５日）での決議状況

（取得期間　2019年２月６日～2019年３月20日）
360,000 200,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 263,700 150,763,800

残存決議株式の総数及び価格の総額 96,300 49,236,200

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 26.8 24.6

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 26.8 24.6

 

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 6,536,108 － 6,536,108 －

（注）　当期間における保有自己株式には、2019年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。
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３【配当政策】

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重点課題として認識しており、利益配分につきましては、安定的か

つ業績に見合った配当の継続に努めると共に、内部留保の充実にも努めることを基本方針としております。

　安定配当の指標といたしましては、１株当たりの年間基本配当を５円とし、また、業績に見合った配当性向につき

ましては、親会社株主に帰属する当期純利益の概ね40％を一つの指標といたします。

　内部留保につきましては、高効率の企業体質を作り上げるためのブランド開発、店舗開発等の事業投資を優先しつ

つ、株主還元としての自己株式取得も含め、中長期的な視点で投資効率の高い活用を検討してまいります。

　また、剰余金の配当につきましては、上記方針を総合的に勘案し、年１回の期末配当としております。

　当期の剰余金の配当（期末配当金）につきましては、上記配当政策に基づき、2019年５月７日開催の当社取締役会

において、１株当たり年間配当金20円を実施することを決議し、2019年６月10日より支払を開始いたしました。

　なお、当社は会社法第459条の規定に基づき、取締役会決議によって剰余金の配当を行うことができる旨を定款に

定めております。また、当社は中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

（注）　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

2019年５月７日
364 20

取締役会決議
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は経営環境の変化に迅速に対応すると共に、企業経営の「健全性」「透明性」「公正性」「遵法性」を確

保することにより、企業価値を持続的に向上させることをコーポレート・ガバナンスの基本的な方針としてお

り、企業統治の体制を整備しております。

 

②　企業統治の体制の概要とその体制を採用する理由

　　当社では、取締役会は、提出日現在において、議長を務める代表取締役会長ＣＥＯの山田幸雄、代表取締役

社長ＣＯＯの長島希吉、並びに取締役２名（石井修二、四反田孝）及び社外取締役２名（鈴鹿且久、澤田眞治

郎）で構成され、経営の基本方針・法令で定められた事項やその他経営に関する重要な事項の決定及び業務執

行の状況を監督する機関と位置づけ、定期的かつ必要に応じて開催しております。緊急を要する場合は臨時の

取締役会を適宜開催し、経営環境の急速な変化に対応できる体制をとっております。

　なお、取締役会において決定された経営方針等に基づく業務の執行にあたっては、経営体制をより強固なも

のとすると共に、機動力を高め、経営基盤の一層の強化を図ることを目的として、代表取締役会長が最高経営

責任者（CEO）として経営全般を統括し、代表取締役社長が最高執行責任者（COO）として事業全般の執行責任

を担う体制としております。

　また、当社では、経営意思決定・監督機能と業務執行責任の明確化を図ると共に、その機能の強化・迅速性

を実現し経営の効率性を高めるために、執行役員制度を導入しております。

　代表取締役会長ＣＥＯの山田幸雄、代表取締役社長ＣＯＯの長島希吉、並びに取締役２名（石井修二、四反

田孝）、常勤監査役の苗村尚志、執行役員６名（堀武美、小山朝和、西島寿彦、米倉力、佐藤博紀、春田浩

司）及び事業部門長等で構成する事業部会議においては、経営の基本政策及び経営方針に係わる事項、並びに

各部門の重要な業務執行案件についての審議を行い、業務執行に対する具体的な対応策を決定しております。

　取締役６名のうち２名については、取締役会の経営監督機能の一層の強化を図ることを目的として選任され

た社外取締役であり、社外取締役による実効性の高い監督の実現と同時に社外監査役による取締役の職務執行

に対する独立性の高い監督体制を構築しております。

　当社は監査役会制度を採用しており、監査役会は、議長を務める常勤監査役の苗村尚志、社外監査役の北村

茂昭、平居新司郎の３名で構成されており、法令、定款、監査役会規定に従い、監査方針・監査計画の決定や

取締役の職務執行の監査等を行っております。

　なお、監査役は取締役会、事業部会議に出席し、必要に応じて意見を述べると共に、さらに社内の重要な会

議にも積極的に出席しており、取締役の職務執行を充分に監視できる体制となっております。

　この他に、全社委員会として、代表取締役社長ＣＯＯの長島希吉を委員長、管理統轄の石井修二を副委員長

として構成されるコンプライアンス委員会や、管理統轄の石井修二を委員長とし、各リスクの主管部の事業部

門長により構成される危機管理委員会を設置し、法令遵守意識を徹底し行動規範を高めると共に、危機に関す

る対応に備える等、内部統制に関する体制強化に努めております。

　また、法律面では、弁護士と顧問契約を締結し、コンプライアンスの観点から必要に応じて適切な助言を得

られるようにしております。

　なお、当社は会社法第459条の規定に基づき、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とし、取締役会

決議によって剰余金の配当を行うことができる旨を定款に定めております。

 

③　企業統治に関するその他の事項

イ　内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備の状況

　当社における内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況は、以下のとおりであります。

(a）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　取締役及び使用人が法令・定款を遵守し、倫理を尊重する行動ができるように「コンプライアンス基本方

針（企業行動憲章）」を定める。また、その徹底を図るために、「コンプライアンス委員会」を設置し、コ

ンプライアンス上の重要な問題を審議すると共に、コンプライアンス体制の維持・向上を図り、啓蒙教育を

実施する。さらに、コンプライアンス上、疑義ある行為について取締役及び使用人が社内の通報窓口を通じ

て会社に通報できる内部通報制度を運営するものとする。

(b）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務執行に係る情報については、「文書管理規程」に基づき、その保存媒体に応じて適切・確実

に、かつ検索及び閲覧可能な状態で定められた期間、保存・管理するものとする。
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(c）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

１）組織横断的なリスクについては、「危機管理委員会」を設置すると共に、「危機管理規程」を定め、同

規程に基づくリスク管理体制を構築するものとする。また、リスクのうちコンプライアンス、外部環境、

海外商品調達、及び情報セキュリティに関しては、専管する組織を設置し、規則の制定、研修の実施、マ

ニュアルの作成等を行うものとする。なお、新たに生じたリスクについては、対応責任者を定め、速やか

に対応するものとする。

２）不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長ＣＯＯの長島希吉を本部長、管理統轄の石井修二を事

務局長とし、事業部門長４名で構成される対策本部を設置し、迅速な対応を行い、損害の拡大を防止する

体制を整えております。

(d）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

１）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、月１回の定例取締役

会を開催する他、適宜臨時取締役会を開催し、重要事項に関して迅速に的確な意思決定を行うものとす

る。

２）取締役会の決定に基づく業務執行については、「職務分掌規程」、「職務権限規程」において、それぞ

れの責任者及びその責任、執行手続きの詳細を定めるものとする。

３）年度事業計画等経営計画を立案し、全社的な目標を設定するものとする。また、取締役、監査役、執行

役員及び事業部門長により構成された事業部会議において、原則として月１回各事業部門より業績のレ

ビューと改善策を報告させ、具体的な施策を実施させるものとする。

４）取締役については、経営責任を明確にし、経営環境の変化に迅速に対応できるようにするため、取締役

の任期を１年としている。なお、当社は、経営意思決定・監督機能と業務執行責任の明確化を図ると共

に、その機能の強化・迅速性を実現し経営の効率性を高めるために執行役員制度を導入している。

(e）当社及びその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

１）子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社は「関係会社管理規程」を定め、子会社は同規程に基づき、子会社の経営成績、財務状況その他の

重要な情報について、定期的に報告を行う。

２）子会社の損失の危険の管理に関する規程及びその他の体制

当社は、当社グループ全体のリスク管理について定める「危機管理規程」に基づき、子会社のリスク管

理体制を確保する。

３）子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、子会社の経営の自主性及び独立性を尊重すると共に、定期的に行われる関係会社会議等を通し

て互いの連携を密にし、事業活動の円滑化を図り効率化を確保する。

４）子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、当社グループ全体の取締役及び使用人が法令・定款を遵守するために定める「コンプライアン

ス基本方針（企業行動憲章）」に基づき、子会社のコンプライアンス遵守体制を確保する。

(f）財務報告の信頼性を確保するための体制

　当社グループの財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制の評価の基準に従い、関連規

程等の整備を図ると共に適切に報告する体制を整備し、その体制についての整備・運用状況を定期的・継続

的に評価する仕組みを構築する。

(g）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制と当該使

用人の取締役からの独立性及び監査役の当該使用人に対する指示の実効性確保に関する事項

　監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助する使用人を置くものとする。当該使用人は監査役スタッ

フ業務に関し、監査役の指揮命令下に置くものとする。なお、当該使用人の任命、異動、評価、賃金は、監

査役と事前に協議を行い同意を得た上で決定するものとし、当該使用人の取締役からの独立性を確保する。

(h）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制及び監査役の監

査が実効的に行われることを確保するための体制

１）当社グループの取締役及び使用人は、当社グループの業務または業績に与える重要な事項について監査

役に報告するものとし、職務の執行に関する法令違反、定款違反及び不正行為の事実、または当社グルー

プに損害を及ぼす事実を知った時は、遅滞なく報告するものとする。なお、前記に関わらず、監査役は必

要に応じて、当社グループの取締役及び使用人に対し報告を求めることができるものとする。

２）当社グループの取締役及び使用人が上記１）の報告をしたことを理由として、不利益な取扱いをするこ

とを禁止する。
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３）監査役は、取締役会の他、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、事業部会議その

他の重要な会議に出席し、必要に応じて当社グループの取締役及び使用人にその説明を求めることとす

る。また、代表取締役社長と定期的に会合を持ち、監査上の重要課題等について意見交換を行うものとす

る。

４）監査役は、会計監査人、グループ各社の監査役と情報交換に努め、連携して当社グループの監査の実効

性を確保するものとする。

５）監査役の職務執行について生ずる費用等の支払いに備え、毎年一定額の予算を設けると共に、監査役が

当該費用の前払い等の請求をした時は、担当部門において審議の上、職務執行上必要でないことを証明し

た場合を除き、速やかに当該費用を支払う。

(i）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方とその整備状況

　当社グループは市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは断固として対決し、これらと係わ

りのある企業、団体、個人とはいかなる取引も行わないものとする。その旨を「コンプライアンス基本方

針（企業行動憲章）」に定め、反社会的勢力からの不当要求に対処するために、外部専門機関との連携、

反社会的勢力に関する情報の収集・管理、及び社内体制の整備を行っている。

 

ロ　取締役の定数

　当社の取締役は８名以内とする旨を定款に定めております。

 

ハ　取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、選任決議は、累積投票によ

らない旨定款に定めております。

 

ニ　株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項及びその理由

(a）自己株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式の取得

をすることができる旨を定款に定めております。これは、経営環境に応じた機動的な資本政策の遂行を可能

にすることを目的とするものであります。

 

(b）剰余金の配当等の決定機関

　当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に掲げる事項について、取締役会の決議により定める

旨、並びに、会社法第459条第１項各号に掲げる事項を株主総会の決議によっては定めない旨を定款に定め

ております。これは、剰余金の配当等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行

うことを目的とするものであります。

 

ホ　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができ

る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に

定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運

営を行うことを目的とするものであります。

 

へ　責任限定契約

　社外取締役及び社外監査役の各氏は、当社と会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結

しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は法令の定める額であります。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性9名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

会長ＣＥＯ
山田　幸雄 1947年９月18日生

 
1974年４月 当社入社

1978年３月 当社取締役総合開発部次長

1979年１月 当社取締役経営企画部長

1981年１月 当社常務取締役管理本部長

1983年10月 当社代表取締役社長

2018年６月 当社代表取締役会長ＣＥＯ（現任）
 

(注)４ 731

代表取締役

社長ＣＯＯ
長島　希吉 1967年10月29日生

 
1990年４月 当社入社

2012年４月 当社アヴェニュー事業部東京営業部長

2012年10月 当社ライセンス事業部長

2013年６月 当社執行役員ライセンス事業部長兼東

日本地区営業統轄

2015年６月 当社取締役常務執行役員ライセンス事

業部長兼東日本地区営業統轄

2017年４月 当社取締役常務執行役員ライセンス事

業部長兼営業統轄

2018年４月 当社取締役常務執行役員営業統轄

2018年６月 当社代表取締役社長ＣＯＯ（現任）
 

(注)４ 4

取締役

専務執行役員管理統轄兼

京都本店長兼エステート

事業部長

石井　修二 1948年12月26日生

 
1975年３月 当社入社

1995年４月 当社大阪店管理部長

1999年４月 当社情報システム部長兼大阪店管理部

長

2001年７月 当社総務部長兼情報システム部長

2002年６月 当社執行役員総務部長兼情報システム

部長

2004年６月 当社取締役管理部門管掌兼総務部長兼

京都本店長

2005年10月 当社取締役管理部門管掌兼総務部長兼

大阪本社店長兼京都本店長

2007年４月 当社取締役管理部門管掌兼大阪本社店

長兼京都本店長

2007年７月 当社取締役常務執行役員管理部門管掌

兼大阪本社店長兼京都本店長

2008年３月 ㈱プリンスエイジェンシー代表取締役

社長

2010年４月 当社取締役常務執行役員管理部門管掌

兼大阪店長兼京都本店長

2010年６月 ㈱キングアパレルサポート代表取締役

社長

2012年４月 当社取締役常務執行役員管理部門管掌

兼京都本店長

2014年６月 当社取締役専務執行役員管理部門管掌

兼京都本店長

2017年４月 当社取締役専務執行役員管理部門管掌

兼京都本店長兼エステート事業部長

2019年４月 当社取締役専務執行役員管理統轄兼京

都本店長兼エステート事業部長（現

任）
 

(注)４ 4
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

専務執行役員企画統轄兼

東京本社店長

四反田　孝 1952年９月29日生

 
1976年３月 当社入社

1996年４月 当社第一事業部企画部長

1999年４月 当社第一事業部長代行

2001年７月 当社第一事業部長

2002年６月 当社執行役員第一事業部長

2004年６月 当社取締役第一事業部長兼東京本社店

長代行

2004年10月 当社取締役第一事業部長兼企画統轄

（東京本社担当）兼東京本社店長代行

2006年10月 当社取締役第一事業部長兼ヌーヴィス

事業部長兼企画統轄（東京本社担当）

兼東京本社店長代行

2007年７月 当社取締役執行役員第一事業部長兼

ヌーヴィス事業部長兼企画統轄（東京

本社担当）兼東京本社店長代行

2009年４月 当社取締役執行役員ライセンス事業部

長兼企画統轄（東京本社担当）

2009年６月 当社取締役常務執行役員ライセンス事

業部長兼企画統轄

2010年６月 当社取締役常務執行役員ライセンス事

業部長兼企画統轄兼東京本社店長代行

2011年６月 当社取締役常務執行役員ライセンス事

業部長兼ピエッサ事業部長兼企画統轄

兼東京本社店長

2013年４月 当社取締役常務執行役員企画統轄兼東

京本社店長

2014年６月 当社取締役専務執行役員企画統轄兼東

京本社店長

2017年４月 当社取締役専務執行役員企画統轄兼東

京本社店長兼ピエッサ事業部長

2019年４月 当社取締役専務執行役員企画統轄兼東

京本社店長（現任）
 

(注)４ 10

取締役 鈴鹿　且久 1949年７月27日生

 
1972年４月 ㈱聖護院八ッ橋総本店入社

1972年５月 同社総務部長

1976年12月 同社取締役総務部長

1978年３月 同社専務取締役

1980年12月 同社代表取締役社長（現任）

2005年６月 当社取締役（現任）
 

(注)４ 0

取締役 澤田　眞治郎 1954年９月３日生

 
1977年４月 三井物産株式会社入社

2004年６月 同社アパレル事業部長

2013年４月 同社執行役員中国総代表

2015年４月 同社常務執行役員中国総代表

2016年３月 同社退任

2016年６月 エームサービス株式会社常勤監査役

（現任）

2018年６月 当社取締役（現任）
 

(注)４ -

常勤監査役 苗村　尚志 1953年11月２日生

 
1977年３月 当社入社

2001年７月 当社財務部長

2010年６月 当社常勤監査役（現任）
 

(注)５ 11

監査役 北村　茂昭 1948年８月１日生

 
1983年２月 税理士登録

1992年７月 北村茂昭税理士事務所開設（現任）

2006年６月 当社監査役（現任）
 

(注)６ -

監査役 平居　新司郎 1950年８月６日生

 
1976年３月 公認会計士登録

1990年９月 北斗監査法人（現 仰星監査法人）設立

1990年９月 同法人代表社員就任

2008年４月 滋賀県監査委員

2010年10月 平居公認会計士事務所開設（現任）

2011年６月 当社監査役（現任）
 

(注)５ 5

計 766

 （注） １　取締役の鈴鹿且久、澤田眞治郎の両氏は、社外取締役であります。

EDINET提出書類

株式会社　キング(E02645)

有価証券報告書

25/72



２　監査役の北村茂昭、平居新司郎の両氏は、社外監査役であります。

３　当社は、コーポレートガバナンス強化の一環として、取締役会の意思決定の迅速化・監督機能の強化及び業

務執行責任の明確化を図ると共に、あわせて将来の若手経営者の育成を目的とし、執行役員制度を導入して

おります。

４　取締役の任期は、2019年３月期に係る定時株主総会終結の時から2020年３月期に係る定時株主総会終結の時

までであります。

５　常勤監査役 苗村尚志、監査役 平居新司郎の両氏の任期は、2019年３月期に係る定時株主総会終結の時から

2023年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

６　監査役 北村茂昭氏の任期は、2018年３月期に係る定時株主総会終結の時から2022年３月期に係る定時株主

総会終結の時までであります。

７　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠監査

役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数

（千円）

深井　和巳 1952年５月14日生

1980年３月

1985年８月

2007年７月

2013年６月

2013年７月

2015年７月

公認会計士登録

監査法人中央会計事務所社員就任

京都監査法人パートナー就任

日本公認会計士協会京滋会会長

日本公認会計士協会本部理事

深井公認会計士事務所開設（現任）

－

 

②　社外役員の状況

　当社の社外取締役は２名であり、１名は経営者としての視点、豊富な経験と幅広い見識を有しており、１名は

企業経営における豊富な経験と実績、幅広い知識と見識を有しており、両名ともに業務執行を行う経営陣から独

立した立場から取締役会における議案・審議等につき必要な助言をいただくことにより、当社の経営に資するも

のと判断し、選任しております。

　また、当社の社外監査役は２名であり、法務、税務及び会計に関する相当程度の知見を当社の監査に反映し、

独立かつ公正な立場による客観的な監査が期待できるものと判断し、選任しております。

　当社は、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準を有しておりませんが、社外取締役

については、会社法第２条第15号に基づき、その独立性確保に留意し、経営者としての豊富な経験と見識を有す

る者を選任することとしており、実質的に独立性を確保し得ない者は社外取締役として選任しないこととしてお

ります。また、社外監査役については、会社法第２条第16号に基づき、その独立性確保に留意し、様々な分野に

関する豊富な知識、経験を有する者から選任することとしており、実質的に独立性を確保し得ない者は社外監査

役として選任しないこととしております。

　社外取締役 鈴鹿且久氏は０千株、社外監査役 平居新司郎氏は５千株の当社株式を所有しておりますが、それ

以外の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。また、社外取締役 澤田眞治郎氏、

社外監査役 北村茂昭氏の両名につきましても、人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありま

せん。

　なお、社外取締役 鈴鹿且久氏は株式会社聖護院八ツ橋総本店の代表取締役社長、社外取締役 澤田眞治郎氏は

エームサービス株式会社の常勤監査役、社外監査役 北村茂昭氏は北村茂昭税理士事務所所長、社外監査役 平居

新司郎氏は平居公認会計士事務所所長でありますが、いずれも当社と特段の関係がない企業の役員または職業で

あり、当社との間に特別な利害関係はありません。
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（３）【監査の状況】

①　監査役監査の状況

　当社は監査役制度を採用しており、提出日現在において、監査役会は３名、うち社外監査役２名で構成されて

います。

　当社社外監査役２名のうち１名は税理士の資格、１名は公認会計士の資格をそれぞれ有しており、両名ともに

税務及び会計に関する相当程度の知見を有する者であります。

　監査役は取締役会、事業部会議に出席し、必要に応じて意見を述べると共に、さらに社内の重要な会議にも積

極的に出席しており、取締役の職務執行を充分に監視できる体制となっております。

　社外監査役との連携については、常勤監査役が期中監査、会計監査及び内部監査の状況など、必要な情報及び

資料を随時提供すると共に詳細に説明しております。

　なお、当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項に定める補欠

監査役１名を選任しております。

 

②　内部監査の状況

　当社は内部監査室を設置して内部監査室長１名を置き、必要に応じて任命された内部監査人と共に定期的及び

随時必要な内部監査を実施しております。

　監査役と内部監査室との連携については、内部監査報告を受ける等、随時情報・意見交換を実施し、内部監査

室との連携を図っております。

　更に、会計監査人との連携については、会計監査計画及び会計監査結果の説明を受ける等、必要に応じて情

報・意見交換を実施し、会計監査人との連携を図っております。

 

③　会計監査の状況

a．監査法人の名称

ＰｗＣ京都監査法人

 

ｂ．業務を執行した公認会計士

指定社員　業務執行社員　　中村　源

指定社員　業務執行社員　　若山　聡満

 

ｃ．監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士９名、公認会計士試験合格者７名、その他10名が補助者とし

て会計監査業務に関わっております。

 

ｄ．監査法人の選定方針と理由

外部会計監査人の選定、評価を行う際には、適格性、管理・組織体制、監査計画、監査報酬、監査実績、実施

状況等について考慮すべき事項としての基準を設け、これらを総合的に勘案して判断することとしておりま

す。その結果、ＰｗＣ京都監査法人を会計監査人に選任しております。

当社監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に掲げられている事由及びこれに準ずる事由に該当

すると認められる場合には、監査役全員の同意に基づき会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決

定し、当社取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。

この場合、解任後最初に招集される株主総会におきまして、監査役会が選定した監査役から、会計監査人を解

任した旨と解任の理由を報告する方針であります。

 

e．監査役及び監査役会による監査法人の評価

外部会計監査人との定期的な意見交換や監査実施状況等を通じて、独立性と専門性の有無について確認を行っ

ております。なお、現在の当社外部会計監査人であるＰｗＣ京都監査法人は独立性・専門性共に問題はないも

のと認識しております。その結果、引き続きＰｗＣ京都監査法人を会計監査人に選任しております。
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④　監査報酬の内容等

「企業内容等の開示に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令」（平成31年１月31日内閣府令第３号）によ

る改正後の「企業内容等の開示に関する内閣府令」第二号様式記載上の注意（56）ｄ（ｆ）ⅰからⅲの規定に

経過措置を適用しております。

 

a．監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬（百万円）

非監査業務に
基づく報酬（百万円）

監査証明業務に
基づく報酬（百万円）

非監査業務に
基づく報酬（百万円）

提出会社 20 － 20 －

連結子会社 － － － －

計 20 － 20 －

 

ｂ．監査報酬の決定方針

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針は、会計監査人による監査計画に基づき、会計監査人の

適切な業務遂行に必要な監査時間が確保される適切な監査報酬か否かを判断し、監査役会の同意を得た上で決定

しております。

 

ｃ．監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年度の監査計

画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移並びに会計監査人の職務遂行状況を確認し、当

事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第１項の

同意を行っております。
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（４）【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

　当社の役員報酬は、基本報酬と業績連動報酬である賞与で構成され、2007年６月28日開催の当社定時株主総会

において承認された限度額（取締役の報酬額　年額240百万円、監査役の報酬額　年額45百万円）の範囲内で合

理的な報酬額を決定することを基本方針としております。

　なお、定款で定める取締役の員数は８名以内、監査役の員数は４名以内としております。

 

（基本報酬）

　基本報酬については、取締役及び監査役それぞれの担当役割、職位、個人別の目標達成度に対する評価等を総

合的に勘案した設計としております。

 

（賞与）

　業績連動報酬である賞与については、連結営業利益額を重要な評価指標の一つとして位置づけており、当事業

年度の連結営業利益額の一定の割合を配分原資として算定し、業績や経営環境を勘案した上で個人の職位・職務

に応じた業績への貢献度の評価に基づく業績連動報酬として賞与を決定しております。

　個別の配分につきましては、各取締役の各役位別基本報酬を基準として算定した配分額を取締役会の一任を得

た代表取締役会長の山田幸雄と代表取締役社長の長島希吉が協議の上、決定しております。

 

②　決定方法

　当事業年度の取締役の報酬等につきましては中期経営計画及び単年度業績計画の達成状況及び経営内容、経済

情勢等を総合的に考慮し、取締役会にて決定しており、監査役の報酬につきましては監査役の協議により決定し

ております。

なお、当該報酬については、客観性・透明性を確保しつつ、取締役会において慎重に審議の上、決定してお

ります。

 

③　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる役
員の員数
（名）固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く）
128 104 23 - 5

監査役

（社外監査役を除く）
9 9 0 - 1

社外役員 16 14 1 - 4

 

④　提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

⑤　使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

　使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なものはありません。
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（５）【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

　当社は、株式の価値の変動又は株式に係る配当によって利益を受けることを目的とする投資株式を純投資株

式、当該企業からの情報収集や安定的な取引関係の維持、強化を図ることを目的とする投資株式を政策保有株式

として区分しております。

 

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

イ　保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

　当社は、保有先企業の動向、取引の状況、当該保有株式の市場価額等の状況を踏まえて、当該企業からの

情報収集や安定的な取引関係の維持、強化を図ることにより、当社の企業価値の向上に資すると認められる

場合、政策保有株式を戦略的かつ限定的に保有することを基本方針としており、戦略上の判断は適宜見直し

を行い、意義が不十分、あるいは資本政策に合致しない保有株式については縮減を図ります。

　また、毎年、取締役会において、個別の政策保有株式について、保有目的が適切か、保有に伴う便益やリ

スクが資本コストに見合っているか等を具体的に精査した上で、継続保有の是非を検討し、これを反映した

保有の目的等について対外的に具体的な説明を行うものとします。

　政策保有株式に係わる議決権の行使に当たっては、当社との取引関係の維持・強化等を通じて、当社の企

業価値向上に資するかどうかの観点から議決権行使を行うことを議決権行使の基準としております。

 

ロ　銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数

(銘柄)

貸借対照表計上額の

合計額（百万円）

非上場株式 4 34

非上場株式以外の株式 17 1,347

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 - - -

非上場株式以外の株式 2 2
アパレル事業における取引先持株会による株式

の取得

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

該当事項はありません。

 

ハ　特定投資株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株
式の保有
の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

㈱中央倉庫
308,812 308,812 （保有目的）アパレル事業における

　　　　　　取引関係等の維持・強化

（保有効果）（注）

有
312 344

㈱ワコールホール

ディングス

94,320 94,320 （保有目的）アパレル事業における

　　　　　　取引関係等の維持・強化

（保有効果）（注）

有
259 290

㈱ＴＳＩホールディ

ングス

308,700 308,700 （保有目的）アパレル事業における

　　　　　　取引関係等の維持・強化

（保有効果）（注）

有
195 237

㈱三菱ＵＦＪフィナ

ンシャル・グループ

308,520 308,520 （保有目的）金融取引関係等の維持・強化

（保有効果）（注）
有

169 215
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銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株
式の保有
の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

㈱Ｔ＆Ｄホールディ

ングス

74,000 74,000 （保有目的）金融取引関係等の維持・強化

（保有効果）（注）
有

86 124

福山通運㈱
20,083 20,083 （保有目的）アパレル事業における

　　　　　　取引関係等の維持・強化

（保有効果）（注）

有
85 94

㈱ＳＣＲＥＥＮホー

ルディングス

15,200 15,200 （保有目的）事業展開における協力・

　　　　　　取引関係等の維持・構築

（保有効果）（注）

有
67 148

㈱丸井グループ
30,297 30,297 （保有目的）アパレル事業における

　　　　　　取引関係等の維持・強化

（保有効果）（注）

無
67 65

㈱京都銀行
9,608 9,608 （保有目的）金融取引関係等の維持・強化

（保有効果）（注）
有

44 57

Ｊ．フロント　リテ

イリング㈱

24,978 23,769
（保有目的）アパレル事業における

　　　　　　取引関係等の維持・強化

（保有効果）（注）

（増加理由）取引先持株会による取得

無

32 42

㈱堀場製作所
2,000 2,000 （保有目的）事業展開における協力・

　　　　　　取引関係等の維持・構築

（保有効果）（注）

無
12 16

㈱三越伊勢丹ホール

ディングス

7,642 7,109
（保有目的）アパレル事業における

　　　　　　取引関係等の維持・強化

（保有効果）（注）

（増加理由）取引先持株会による取得

無

8 8

㈱デサント
1,000 1,000 （保有目的）アパレル事業における参考情報の取得

（保有効果）（注）
無

2 1

㈱オンワードホール

ディングス

1,080 1,080 （保有目的）アパレル事業における参考情報の取得

（保有効果）（注）
無

0 0

三共生興㈱

1,000 1,000
（保有目的）アパレル事業における参考情報の

　　　　　　取得、テキスタイル事業における

　　　　　　取引関係等の維持・強化

（保有効果）（注）

無

0 0

ヤマトインターナ

ショナル㈱

1,102 1,102 （保有目的）アパレル事業における参考情報の取得

（保有効果）（注）
無

0 0

㈱ラピーヌ

110 110
（保有目的）アパレル事業における参考情報の

　　　　　　取得、テキスタイル事業における

　　　　　　取引関係等の維持・強化

（保有効果）（注）

無

0 0

（注）定量的な保有効果について、企業間取引にかかる取引金額を含む取引の内容に関しては記載が困難であり

ますが、取締役会において、個別の政策保有株式について、保有目的が適切か、保有に伴う便益やリスク

が資本コストに見合っているか等を具体的に精査し、保有の適否を検証した結果、当社にとって有益な情

報を得ており、保有効果が認められることから、株式を保有しております。
 

③　保有目的が純投資目的である投資株式

　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2018年４月１日から2019年３月31日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2018年４月１日から2019年３月31日まで）の財務諸表について、ＰｗＣ京都監

査法人により監査を受けております。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
　当社は、以下のとおり連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。

　会計基準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構に加入しており、必要

に応じて関連セミナー・研修等へ参加することにより、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体

制を整備しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,589 9,929

受取手形及び売掛金 ※３ 1,347 ※３ 1,263

商品 1,835 1,834

原材料及び貯蔵品 49 51

その他 137 114

貸倒引当金 △4 △4

流動資産合計 12,954 13,189

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※２ 1,882 ※２ 1,939

土地 6,474 6,474

その他（純額） 249 283

有形固定資産合計 ※１ 8,606 ※１ 8,697

無形固定資産 455 395

投資その他の資産   

投資有価証券 1,684 1,381

長期貸付金 7 5

繰延税金資産 12 77

差入保証金 607 586

その他 236 231

貸倒引当金 △16 △11

投資その他の資産合計 2,532 2,272

固定資産合計 11,594 11,365

資産合計 24,549 24,554
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当連結会計年度
(2019年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※３ 973 ※３ 897

短期借入金 380 380

1年内返済予定の長期借入金 - 30

未払金 327 364

未払法人税等 354 324

未払消費税等 54 11

賞与引当金 289 248

役員賞与引当金 30 25

その他 186 177

流動負債合計 2,595 2,460

固定負債   

長期借入金 30 -

繰延税金負債 12 -

退職給付に係る負債 179 180

資産除去債務 100 118

長期未払金 167 167

その他 572 574

固定負債合計 1,062 1,040

負債合計 3,658 3,501

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,346 2,346

資本剰余金 8,127 8,127

利益剰余金 11,744 12,367

自己株式 △1,905 △2,142

株主資本合計 20,311 20,698

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 565 353

退職給付に係る調整累計額 13 0

その他の包括利益累計額合計 579 354

純資産合計 20,891 21,053

負債純資産合計 24,549 24,554
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②【連結損益及び包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
 前連結会計年度

(自　2017年４月１日
　至　2018年３月31日)

 当連結会計年度
(自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日)

売上高 11,732 11,249

売上原価 ※１ 5,118 ※１ 4,950

売上総利益 6,614 6,299

販売費及び一般管理費 ※２ 5,180 ※２ 4,886

営業利益 1,433 1,413

営業外収益   

受取利息 7 7

受取配当金 36 35

受取地代家賃 1 4

仕入割引 23 23

貸倒引当金戻入額 5 1

雑収入 6 2

営業外収益合計 80 75

営業外費用   

支払利息 2 2

貸倒引当金繰入額 - 1

雑損失 2 3

営業外費用合計 4 7

経常利益 1,508 1,482

特別利益   

固定資産売却益 ※３ 2 ※３ 1

特別利益合計 2 1

特別損失   

固定資産除却損 ※４ 38 ※４ 14

特別損失合計 38 14

税金等調整前当期純利益 1,472 1,468

法人税、住民税及び事業税 490 450

法人税等調整額 △15 21

法人税等合計 474 471

当期純利益 998 996

（内訳）   

親会社株主に帰属する当期純利益 998 996

非支配株主に帰属する当期純利益 - -

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 94 △211

退職給付に係る調整額 14 △12

その他の包括利益合計 ※５ 109 ※５ △224

包括利益 1,107 772

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 1,107 772

非支配株主に係る包括利益 - -
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

     （単位：百万円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,346 8,127 10,993 △1,705 19,760

当期変動額      

剰余金の配当   △247  △247

親会社株主に帰属する当期
純利益   998  998

自己株式の取得    △200 △200

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 - - 751 △200 551

当期末残高 2,346 8,127 11,744 △1,905 20,311

 

     

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

退職給付に係る調整
累計額

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 470 △0 469 20,230

当期変動額     

剰余金の配当    △247

親会社株主に帰属する当期
純利益    998

自己株式の取得    △200

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

94 14 109 109

当期変動額合計 94 14 109 660

当期末残高 565 13 579 20,891
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当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

     （単位：百万円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,346 8,127 11,744 △1,905 20,311

当期変動額      

剰余金の配当   △373  △373

親会社株主に帰属する当期
純利益   996  996

自己株式の取得    △236 △236

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 - - 623 △236 386

当期末残高 2,346 8,127 12,367 △2,142 20,698

 

     

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

退職給付に係る調整
累計額

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 565 13 579 20,891

当期変動額     

剰余金の配当    △373

親会社株主に帰属する当期
純利益    996

自己株式の取得    △236

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△211 △12 △224 △224

当期変動額合計 △211 △12 △224 162

当期末残高 353 0 354 21,053
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
 前連結会計年度

(自　2017年４月１日
　至　2018年３月31日)

 当連結会計年度
(自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,472 1,468

減価償却費 324 364

その他の償却額 11 8

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6 △5

賞与引当金の増減額（△は減少） 52 △40

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 9 △4

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △51 0

受取利息及び受取配当金 △43 △43

支払利息 2 2

固定資産売却損益（△は益） △2 △1

固定資産除却損 38 14

売上債権の増減額（△は増加） △45 84

たな卸資産の増減額（△は増加） 40 △0

仕入債務の増減額（△は減少） 118 △75

その他 45 △65

小計 1,966 1,706

利息及び配当金の受取額 43 43

利息の支払額 △2 △2

法人税等の支払額 △382 △480

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,624 1,266

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △2,000 △2,000

定期預金の払戻による収入 2,000 2,000

有形固定資産の取得による支出 △152 △297

有形固定資産の売却による収入 8 5

無形固定資産の取得による支出 △19 △27

投資有価証券の取得による支出 △2 △2

貸付けによる支出 △2 △0

貸付金の回収による収入 3 2

差入保証金の差入による支出 △26 △47

差入保証金の回収による収入 50 56

その他 △26 △3

投資活動によるキャッシュ・フロー △167 △315

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △200 △236

配当金の支払額 △247 △373

財務活動によるキャッシュ・フロー △447 △609

現金及び現金同等物に係る換算差額 - -

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,009 340

現金及び現金同等物の期首残高 7,579 8,589

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 8,589 ※１ 8,929
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１　連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数及び連結子会社名

連結子会社は、株式会社ポーン、株式会社エス企画、株式会社キングアパレルサポートの3社であります。

 

(2）主要な非連結子会社名

非連結子会社はありません。

 

２　持分法の適用に関する事項

該当する会社はありません。

 

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

 

４　会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

②たな卸資産

商品……総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

原材料…総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

貯蔵品…個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　２～50年

②無形固定資産

定額法

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

 

(3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

従業員の賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。

③役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき、当連結会

計年度に見合う分を計上しております。
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(4）退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定率法により按分した額を翌連結会計年度より費用処理しております。

 

(5）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

 

（表示方法の変更）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）を当連結会計年度の

期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する

方法に変更しております。

　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」の「繰延税金資産」が1億34百万円減少

し、「投資その他の資産」の「繰延税金資産」が12百万円増加しております。

　なお、同一納税主体の繰延税金資産と繰延税金負債を相殺して表示しており、変更前と比べて総資産が1億21

百万円減少しております。
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（連結貸借対照表関係）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当連結会計年度

（2019年３月31日）

有形固定資産 5,507百万円 5,498百万円

 

※２　国庫補助金の適用を受けて有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は、以下のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当連結会計年度

（2019年３月31日）

建物及び構築物 61百万円 61百万円

 

※３　期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

　なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、以下の期末日満期手形を満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当連結会計年度

（2019年３月31日）

受取手形 4百万円 4百万円

支払手形 24百万円 20百万円

 

 

　４　保証債務

　連結会社以外による金融機関からの借入に対して、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（2018年３月31日）

当連結会計年度
（2019年３月31日）

パートナーショップ等　7件 3百万円 パートナーショップ等　3件 1百万円

 

（連結損益及び包括利益計算書関係）

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、たな卸評価損が売上原価に含まれております。

 
　前連結会計年度

（自　2017年４月１日
　　至　2018年３月31日）

　当連結会計年度
（自　2018年４月１日

　　至　2019年３月31日）

たな卸評価損 30百万円 26百万円

 

 

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前連結会計年度

（自　2017年４月１日
　　至　2018年３月31日）

　当連結会計年度
（自　2018年４月１日

　　至　2019年３月31日）

販売促進費 1,418百万円 1,299百万円

給与手当 1,438　〃 1,315　〃

賞与引当金繰入額 289　〃 248　〃

役員賞与引当金繰入額 30　〃 25　〃

退職給付費用 52　〃 34　〃

減価償却費 310　〃 345　〃
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※３　固定資産売却益の内訳

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

有形固定資産   

建物及び構築物 0百万円 －百万円

土地 1　〃 －　〃

その他 0　〃 1　〃

計 2百万円 1百万円

 

※４　固定資産除却損の内訳

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

有形固定資産   

建物及び構築物 14百万円 3百万円

その他 13　〃 3　〃

投資その他の資産   

差入保証金 6　〃 5　〃

その他 4　〃 1　〃

計 38百万円 14百万円

 

※５　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

その他有価証券評価差額金   

当期発生額 134百万円 △305百万円

組替調整額 －　〃 －　〃

税効果調整前 134百万円 △305百万円

税効果額 △39　〃 93　〃

その他有価証券評価差額金 94百万円 △211百万円

退職給付に係る調整額   

当期発生額 20百万円 △10百万円

組替調整額 0　〃 △8　〃

税効果調整前 21百万円 △18百万円

税効果額 △6　〃 5　〃

退職給付に係る調整額 14百万円 △12百万円

その他の包括利益合計 109百万円 △224百万円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 24,771,561 - - 24,771,561

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 5,765,728 334,480 - 6,100,208

（変動事由の概要）

　増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　2017年８月28日開催の取締役会決議による自己株の取得　85,500株

　　2017年11月６日開催の取締役会決議による自己株の取得　248,900株

　　単元未満株式の買取りによる増加　80株

 

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2017年５月８日

取締役会
普通株式 247 13 2017年３月31日 2017年６月12日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2018年５月７日

取締役会
普通株式 利益剰余金 373 20 2018年３月31日 2018年６月11日

 

当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 24,771,561 － － 24,771,561

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 6,100,208 435,900 － 6,536,108

（変動事由の概要）

　増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　2018年11月８日開催の取締役会決議による自己株の取得　172,200株

　　2019年２月５日開催の取締役会決議による自己株の取得　263,700株

 

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
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４　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2018年５月７日

取締役会
普通株式 373 20 2018年３月31日 2018年６月11日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2019年５月７日

取締役会
普通株式 利益剰余金 364 20 2019年３月31日 2019年６月10日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

現金及び預金勘定 9,589百万円 9,929百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,000　〃 △1,000　〃

現金及び現金同等物 8,589百万円 8,929百万円

 

　２　重要な非資金取引の内容

(1）新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、ありません。

(2）重要な資産除去債務の計上額は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

重要な資産除去債務の計上額 100百万円 118百万円

 

（リース取引関係）

1.オペレーティング・リース取引

（貸主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当連結会計年度

（2019年３月31日）

１年以内 330百万円 330百万円

１年超 4,675　〃 4,345　〃

計 5,005百万円 4,675百万円

 

EDINET提出書類

株式会社　キング(E02645)

有価証券報告書

44/72



（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主に繊維製品の卸売事業を行うために、必要に応じて運転資金を銀行借入により調達して

おります。また、一時的な余剰資金は、安全性の高い金融資産で運用しております。なお、デリバティブ取引

は行わない方針であります。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、長期保有目的の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。また、取引先に

よる金融機関からの借入金の一部に対し債務保証を行っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、すべて１年以内の支払期日であります。短期借入金は、主に運転資

金の調達を目的にしたものであり、返済期限は決算日後１年以内であります。なお、短期借入金は変動金利で

あるため、金利の変動リスクに晒されております。

 

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、営業債権について、各事業部門における営業部と法務審査部が連携し、主要な取引先の状況を定期

的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理すると共に、財務状況等の悪化等による回収懸念の

早期把握や軽減を図っております。

②市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

　当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、基準金利に一定の料率を上乗せする金利で

の借入を行っております。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直しており

ます。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき、財務部が適時に資金繰計画を作成・更新すると共に、手許流動性を連

結売上高の２ヶ月分相当に維持すること等により、流動性リスクを管理しております。

 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額の他、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること

により、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは、以下の表には含めておりません（（注２）を参照ください。）。

前連結会計年度（2018年３月31日）

区分
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

(1）現金及び預金 9,589 9,589 －

(2）受取手形及び売掛金 1,347 1,347 －

(3）投資有価証券    

その他有価証券 1,649 1,649 －

資産計 12,587 12,587 －

(1）支払手形及び買掛金 973 973 －

負債計 973 973 －

 

当連結会計年度（2019年３月31日）

区分
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

(1）現金及び預金 9,929 9,929 －

(2）受取手形及び売掛金 1,263 1,263 －

(3）投資有価証券    

その他有価証券 1,347 1,347 －

資産計 12,540 12,540 －

(1）支払手形及び買掛金 897 897 －

負債計 897 897 －

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1）現金及び預金

　預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(2）受取手形及び売掛金

　受取手形及び売掛金はすべてが短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(3）投資有価証券

　株式は取引所の価格によっております。

　また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。

 

負債

(1）支払手形及び買掛金

　支払手形及び買掛金はすべてが短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

 

デリバティブ取引

　該当事項はありません。

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）
 

区分
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当連結会計年度

（2019年３月31日）

非上場株式 34 34

　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3）投資有価証

券」には含めておりません。
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（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2018年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 9,589 － － －

受取手形及び売掛金 1,347 － － －

合計 10,937 － － －

 

当連結会計年度（2019年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 9,929 － － －

受取手形及び売掛金 1,263 － － －

合計 11,193 － － －

 

（有価証券関係）

１　その他有価証券

前連結会計年度（2018年３月31日）

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

株式 1,649 834 815

債券 - - -

その他 - - -

小計 1,649 834 815

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないも

の
   

株式 - - -

債券 - - -

その他 - - -

小計 - - -

合計 1,649 834 815

（注）　非上場株式（連結貸借対照表計上額34百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

当連結会計年度（2019年３月31日）

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

株式 1,261 737 523

債券 － － －

その他 － － －

小計 1,261 737 523

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないも

の
   

株式 86 100 △13

債券 － － －

その他 － － －

小計 86 100 △13

合計 1,347 837 509

（注）　非上場株式（連結貸借対照表計上額34百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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２　連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けておりま

す。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

 

２　確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

（百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

退職給付債務の期首残高 629 579

勤務費用 46 41

利息費用 3 2

数理計算上の差異の発生額 △22 9

退職給付の支払額 △76 △59

退職給付債務の期末残高 579 574

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

（百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

年金資産の期首残高 397 400

期待運用収益 2 2

数理計算上の差異の発生額 △1 △0

事業主からの拠出額 68 50

退職給付の支払額 △66 △57

年金資産の期末残高 400 394
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(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表

（百万円）
 

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当連結会計年度

（2019年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 579 574

年金資産 △400 △394

 179 180

非積立型制度の退職給付債務 - -

連結貸借対照表に計上された負債と資産の

純額
179 180

   

退職給付に係る負債 179 180

退職給付に係る資産 - -

連結貸借対照表に計上された負債と資産の

純額
179 180

 

(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

（百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

勤務費用 46 41

利息費用 3 2

期待運用収益 △2 △2

数理計算上の差異の費用処理額 0 △8

確定給付制度に係る退職給付費用 48 34

 

(5）退職給付に係る調整額

　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

（百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

過去勤務費用 - -

数理計算上の差異 21 △18

その他 - -

合計 21 △18

 

(6）退職給付に係る調整累計額

　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

（百万円）
 

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当連結会計年度

（2019年３月31日）

未認識数理計算上の差異 △20 △1

合計 △20 △1
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(7）年金資産に関する事項

①　年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当連結会計年度

（2019年３月31日）

債券 －％ －％

株式 －％ －％

現金及び預金 －％ －％

その他（一般勘定） 100％ 100％

合計 100％ 100％

 

②　長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構

成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(8）数理計算上の計算基礎に関する事項

　主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当連結会計年度

（2019年３月31日）

割引率 0.49％ 0.49％

長期期待運用収益率 0.51％ 0.51％

 

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当連結会計年度

（2019年３月31日）

（繰延税金資産）   

貸倒引当金 6百万円 4百万円

賞与引当金 88　〃 76　〃

退職給付に係る負債 55　〃 55　〃

未払事業税 28　〃 24　〃

未払事業所税 2　〃 2　〃

長期未払金 51　〃 51　〃

電話加入権評価損 8　〃 8　〃

投資有価証券評価損 72　〃 72　〃

資産除去債務 29　〃 34　〃

その他 15　〃 14　〃

繰延税金資産小計 357　〃 343　〃

評価性引当額 △103　〃 △101　〃

繰延税金資産合計 253百万円 242百万円

（繰延税金負債）   

資産除去債務に対応する除去費用 4　〃 9　〃

その他有価証券評価差額金 249　〃 156　〃

繰延税金負債合計 254百万円 165百万円

繰延税金資産純額又は繰延税金負債純額（△） △0百万円 77百万円

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当連結会計年度

（2019年３月31日）

法定実効税率 30.9％ 30.6％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.7 0.7

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.1 △0.2

住民税均等割 0.5 0.5

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 △0.3 －

子会社との税率差異 0.6 0.6

評価性引当額 △0.1 △0.0

その他 0.0 △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.2％ 32.1％

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1）当該資産除去債務の概要

　当社グループが不動産賃貸借契約を締結している店舗等の賃貸期間経過後の原状回復義務等及び当社の所有

する共用資産の使用後のアスベストの除去に伴い発生する法的義務
 

(2）当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を取得から３～50年と見積もり、使用用途及び使用面積に応じた合理的な価格により算出して

おります。

　なお、割引率については影響が軽微であるため、当該算定方法に使用しておりません。
 

(3）当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

期首残高 100百万円 100百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 12　〃 24　〃

資産除去債務の履行による減少額 △12　〃 △6　〃

期末残高 100百万円 118百万円

 

（賃貸等不動産関係）

１．賃貸等不動産の概要

　当社では、東京都及び京都府等において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸用オフィスビル等を所有して

おります。

　2018年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は397百万円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用

は売上原価に計上）であります。

　2019年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は572百万円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用

は売上原価に計上）であります。

 

２．賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日における時価及

び当該時価の算定方法

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

連結貸借対照表計上額

期首残高 4,248 4,230

期中増減額 △18 △27

期末残高 4,230 4,202

期末時価 5,036 5,047

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増加は、賃貸等不動産の取得及び補修による増加（23百

万円）であり、主な減少は、賃貸等不動産の減価償却等（41百万円）であります。

当連結会計年度の主な増加は、賃貸等不動産の取得及び補修による増加（10百万円）であり、主な

減少は、賃貸等不動産の減価償却等（37百万円）であります。

３．時価の算定方法

期末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、

その他の物件については「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額であります。

ただし、重要性が乏しいものについては、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えら

れる指標に基づく価額によっております。

 
３．賃貸等不動産に関する損益

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

賃貸等不動産

賃貸収益 521 687

賃貸費用 124 115

差額 397 572

その他（売却損益等） － －
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、国内において衣料品等繊維品事業、不動産賃貸事業を行っております。

　したがって、当社は、事業の種類別セグメントとして「アパレル事業」と「テキスタイル事業」及び「エ

ステート事業」の３つを報告セグメントとしております。

　「アパレル事業」は、アパレル・ファッショングッズの企画・仕入・販売、「テキスタイル事業」は、テ

キスタイルの企画・仕入・販売を行っております。「エステート事業」は自社所有不動産の有効活用とし

て、主にオフィスビルの賃貸等を行っております。

 

２　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　また、セグメント間の内部売上高及び振替高は、市場実勢価格に基づいております。

　尚、資産及び負債については、事業セグメントに配分しておりません。

 

３　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　前連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

連結
財務諸表
計上額
（注）２

 
アパレル
事業

テキスタイル
事業

エステート
事業

計

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 10,166 1,044 521 11,732 - 11,732

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
37 40 - 77 △77 -

計 10,204 1,084 521 11,810 △77 11,732

セグメント利益 1,019 50 397 1,467 △34 1,433

その他の項目       

減価償却費 309 0 - 310 - 310

（注）１．セグメント利益の調整額△34百万円には、セグメント間取引消去１百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△35百万円が含まれております。

尚、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は、連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．資産及び負債については、事業セグメントに配分していないため、記載しておりません。

４．資産については事業セグメントに配分しておりませんが、減価償却費については関係する事業セグメン

トの負担割合等を考慮して配分しております。
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　当連結会計年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

連結
財務諸表
計上額
（注）２

 
アパレル
事業

テキスタイル
事業

エステート
事業

計

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 9,485 1,076 687 11,249 - 11,249

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
44 34 - 79 △79 -

計 9,530 1,110 687 11,329 △79 11,249

セグメント利益 764 77 572 1,414 △1 1,413

その他の項目       

減価償却費 345 0 - 345 - 345

（注）１．セグメント利益の調整額△１百万円には、セグメント間取引消去１百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△２百万円が含まれております。

尚、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は、連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．資産及び負債については、事業セグメントに配分していないため、記載しておりません。

４．資産については事業セグメントに配分しておりませんが、減価償却費については関係する事業セグメン

トの負担割合等を考慮して配分しております。

 

【関連情報】

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

　本邦以外の有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益及び包括利益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないた

め、記載を省略しております。

 
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり当期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。

項目
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当連結会計年度

（2019年３月31日）

(1）１株当たり純資産額 1,118.89円 1,154.53円

（算定上の基礎）   

連結貸借対照表の純資産の部の合計額

（百万円）
20,891 21,053

普通株式に係る純資産額（百万円） 20,891 21,053

普通株式の発行済株式数（千株） 24,771 24,771

普通株式の自己株式数（千株） 6,100 6,536

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株

式の数（千株）
18,671 18,235

 

項目
前連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当連結会計年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

(2）１株当たり当期純利益 52.89円 53.67円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する当期純利益

（百万円）
998 996

普通株主に帰属しない金額（百万円） - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利

益（百万円）
998 996

普通株式の期中平均株式数（千株） 18,875 18,576

（注）　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 380 380 0.7 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － 30 0.7 2019年４月１日

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 30 － － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く） － － － －

その他有利子負債 － － － －

合計 410 410 － －

（注）「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及び当連結会計

年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 （百万円） 2,501 5,256 7,974 11,249

税金等調整前四半期（当期）

純利益
（百万円） 379 720 1,051 1,468

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 258 490 715 996

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 13.85 26.27 38.39 53.67

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益 （円） 13.85 12.42 12.11 15.29
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

(2018年３月31日)
当事業年度

(2019年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,681 9,004

受取手形 - 0

売掛金 954 926

商品 1,834 1,832

前払費用 12 6

未収入金 ※２ 96 ※２ 71

その他 26 34

貸倒引当金 △4 △3

流動資産合計 11,601 11,872

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※１ 1,874 ※１ 1,932

構築物 6 5

車両運搬具 2 16

工具、器具及び備品 245 265

土地 6,474 6,474

有形固定資産合計 8,604 8,695

無形固定資産   

ソフトウエア 164 128

その他 290 266

無形固定資産合計 454 395

投資その他の資産   

投資有価証券 1,684 1,381

関係会社株式 38 38

破産更生債権等 5 6

繰延税金資産 - 65

差入保証金 607 586

その他 230 225

貸倒引当金 △16 △11

投資その他の資産合計 2,550 2,292

固定資産合計 11,609 11,382

資産合計 23,210 23,254
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  （単位：百万円）

 
前事業年度

(2018年３月31日)
当事業年度

(2019年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 ※３ 138 ※３ 86

買掛金 ※２ 674 ※２ 678

短期借入金 380 380

未払金 ※２ 435 ※２ 464

未払費用 36 32

未払法人税等 305 275

未払消費税等 42 -

賞与引当金 208 178

役員賞与引当金 30 25

その他 102 101

流動負債合計 2,354 2,222

固定負債   

繰延税金負債 7 -

退職給付引当金 199 181

資産除去債務 94 111

長期未払金 167 167

長期預り保証金 ※２ 587 ※２ 591

固定負債合計 1,056 1,051

負債合計 3,411 3,274

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,346 2,346

資本剰余金   

資本準備金 8,127 8,127

資本剰余金合計 8,127 8,127

利益剰余金   

利益準備金 587 587

その他利益剰余金   

別途積立金 7,780 8,680

繰越利益剰余金 2,299 2,029

利益剰余金合計 10,666 11,296

自己株式 △1,905 △2,142

株主資本合計 19,233 19,626

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 565 353

評価・換算差額等合計 565 353

純資産合計 19,799 19,980

負債純資産合計 23,210 23,254
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②【損益計算書】

  （単位：百万円）

 
 前事業年度

(自　2017年４月１日
　至　2018年３月31日)

 当事業年度
(自　2018年４月１日
　至　2019年３月31日)

売上高 10,513 10,013

売上原価 ※１ 4,286 ※１ 4,100

売上総利益 6,226 5,913

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 4,991 ※１,※２ 4,742

営業利益 1,235 1,170

営業外収益   

受取利息 6 6

受取配当金 436 205

その他 28 23

営業外収益合計 ※１ 470 ※１ 236

営業外費用   

支払利息 2 2

その他 1 2

営業外費用合計 4 5

経常利益 1,702 1,401

特別利益   

固定資産売却益 2 1

特別利益合計 2 1

特別損失   

固定資産除却損 38 14

特別損失合計 38 14

税引前当期純利益 1,665 1,388

法人税、住民税及び事業税 414 364

法人税等調整額 △12 20

法人税等合計 401 385

当期純利益 1,263 1,002
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

      （単位：百万円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
資本剰余金合
計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合
計

 別途積立金
繰越利益剰余
金

当期首残高 2,346 8,127 8,127 587 7,480 1,583 9,650

当期変動額        

剰余金の配当      △247 △247

当期純利益      1,263 1,263

別途積立金の積立     300 △300 -

自己株式の取得        

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

       

当期変動額合計 - - - - 300 716 1,016

当期末残高 2,346 8,127 8,127 587 7,780 2,299 10,666

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

当期首残高 △1,705 18,417 470 470 18,887

当期変動額      

剰余金の配当  △247   △247

当期純利益  1,263   1,263

別途積立金の積立  -   -

自己株式の取得 △200 △200   △200

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

  94 94 94

当期変動額合計 △200 816 94 94 911

当期末残高 △1,905 19,233 565 565 19,799
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当事業年度（自　2018年４月１日　至　2019年３月31日）

      （単位：百万円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
資本剰余金合
計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合
計

 別途積立金
繰越利益剰余
金

当期首残高 2,346 8,127 8,127 587 7,780 2,299 10,666

当期変動額        

剰余金の配当      △373 △373

当期純利益      1,002 1,002

別途積立金の積立     900 △900 -

自己株式の取得        

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

       

当期変動額合計 - - - - 900 △270 629

当期末残高 2,346 8,127 8,127 587 8,680 2,029 11,296

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

当期首残高 △1,905 19,233 565 565 19,799

当期変動額      

剰余金の配当  △373   △373

当期純利益  1,002   1,002

別途積立金の積立  -   -

自己株式の取得 △236 △236   △236

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

  △211 △211 △211

当期変動額合計 △236 392 △211 △211 180

当期末残高 △2,142 19,626 353 353 19,980
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式

移動平均法による原価法

 

(2）その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

 

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品……総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

 

３　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定率法

ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

 

(2）無形固定資産

定額法

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。

 

(3）長期前払費用

定額法

 

４　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 

(2）賞与引当金

従業員の賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。

 

(3）役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき、当事業年度に見

合う分を計上しております。

 

(4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事

業年度において発生していると認められる額を計上しております。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定率法により按分した額を翌事業年度より費用処理しております。

なお、退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれ

らの会計処理の方法と異なっております。
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５　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

 

（表示方法の変更）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）を当事業年度の期首

から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法

に変更しております。

　この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」の「繰延税金資産」１億20百万円は、「固定負

債」の「繰延税金負債」１億28百万円と相殺して、「固定負債」の「繰延税金負債」７百万円として表示してお

り、変更前と比べて総資産が１憶20百万円減少しております。
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（貸借対照表関係）

※１　国庫補助金の適用を受けて有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は、以下のとおりでありま

す。

 
前事業年度

（2018年３月31日）
当事業年度

（2019年３月31日）

建物 61百万円 61百万円

 

※２　関係会社に対する資産及び負債の注記

　関係会社に対する金銭債権債務の金額は以下のとおりであります。

 
前事業年度

（2018年３月31日）
当事業年度

（2019年３月31日）

短期金銭債権 0百万円 0百万円

短期金銭債務 137百万円 127百万円

長期金銭債務 15百万円 16百万円

 

※３　期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

　　　なお、期末日が金融機関の休日であったため、以下の期末日満期手形を満期日に決済が行われたものとして処

理しております。

 

 
前事業年度

（2018年３月31日）
当事業年度

（2019年３月31日）

支払手形 22百万円 18百万円

 

　４　保証債務

　下記の会社の金融機関からの借入に対して、債務保証を行っております。

前事業年度
（2018年３月31日）

 
当事業年度

（2019年３月31日）

株式会社キングアパレルサポート 30百万円  株式会社キングアパレルサポート 30百万円

パートナーショップ等　7件 3百万円  パートナーショップ等　3件 1百万円

計 33百万円  計 31百万円
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引高の総額

 
前事業年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

当事業年度
（自　2018年４月１日
至　2019年３月31日）

仕入高 210百万円 217百万円

販売費及び一般管理費 1,015百万円 927百万円

営業取引以外の取引高 404百万円 174百万円

 

※２　販売費及び一般管理費の主なもののうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりでありま

す。

 
　前事業年度

（自　2017年４月１日
　　至　2018年３月31日）

　当事業年度
（自　2018年４月１日

　　至　2019年３月31日）

販売促進費 1,802百万円 1,644百万円

給与手当 675　〃 645　〃

賞与引当金繰入額 208　〃 178　〃

役員賞与引当金繰入額 30　〃 25　〃

退職給付費用 42　〃 30　〃

事務代行費 507　〃 464　〃

減価償却費 309　〃 344　〃

 

おおよその割合   

販売費 81％ 78％

一般管理費 19〃 22〃

 

（有価証券関係）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（注）　時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額

（単位：百万円）
 

区分
前事業年度

（2018年３月31日）
当事業年度

（2019年３月31日）

(1）子会社株式 38 38

(2）関連会社株式 - -

計 38 38
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（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2018年３月31日）
当事業年度

（2019年３月31日）

（繰延税金資産）   

貸倒引当金 6百万円 4百万円

賞与引当金 63　〃 54　〃

未払事業税 24　〃 20　〃

未払事業所税 2　〃 2　〃

退職給付引当金 61　〃 55　〃

長期未払金 51　〃 51　〃

投資有価証券評価損 72　〃 72　〃

電話加入権評価損 8　〃 8　〃

資産除去債務 28　〃 34　〃

その他 31　〃 28　〃

繰延税金資産小計 350　〃 332　〃

評価性引当額 △103　〃 △101　〃

繰延税金資産合計 246百万円 230百万円

（繰延税金負債）   

資産除去債務に対応する除去費用 4　〃 9　〃

その他有価証券評価差額金 249　〃 156　〃

繰延税金負債合計 254百万円 165百万円

繰延税金資産純額又は繰延税金負債純額（△） △7百万円 65百万円

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2018年３月31日）
当事業年度

（2019年３月31日）

法定実効税率 30.9％ 30.6％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6 0.7

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △7.5 △3.9

住民税均等割 0.4 0.5

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 △0.2 －

評価性引当額 △0.1 △0.0

その他 0.0 △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.1％ 27.8％

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（重要な後発事象）

　当社は、連結子会社３社から剰余金の配当を受領することを予定しております。これにより、2020年３月期に

おいて、受取配当金160百万円を営業外収益に計上します。

　なお、連結子会社からの配当であるため2020年３月期の連結業績に与える影響はありません。

会社名 配当金額（百万円） 受領日（予定）

株式会社　ポーン 54 2019年６月28日

株式会社　エス企画 84 2019年６月28日

株式会社　キングアパレルサポート 22 2019年６月28日

計 160  
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）
 

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却累
計額

有形固定資産 建物 6,758 288 207 222 6,839 4,906

 構築物 109 - 4 1 105 99

 車両運搬具 28 16 12 2 32 15

 工具、器具及び備品 731 71 70 47 732 467

 土地 6,474 - - - 6,474 -

 計 14,103 376 294 273 14,184 5,489

無形固定資産 ソフトウェア 250 14 - 49 264 135

 その他 400 16 - 40 416 150

 計 650 30 - 89 680 285

（注）１．建物の当期増加額のうち259百万円は、専門店・百貨店等の店頭内装設備によるものであります。

２．建物の当期減少額のうち187百万円は、専門店・百貨店等の店頭内装設備の改装及び退店によるものであり

ます。

３．当期首残高及び当期末残高については、取得価額による金額を記載しております。

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）
 

区分 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 20 2 8 15

賞与引当金 208 178 208 178

役員賞与引当金 30 25 30 25

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・

買増し
 

取扱場所

（特別口座）

大阪市中央区伏見町３丁目６番３号

三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 －

買取・買増手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告方法は電子公告とし、やむを得ない事由により、電子公告によることができな

い場合は、日本経済新聞に掲載いたします。

なお、電子公告は、次の当社ホームページに掲載いたします。

http://www.king-group.co.jp/ir/index.html

株主に対する特典

株主優待制度の内容

(1）対象株主

毎年３月31日現在の株主名簿に記載または記録された１単元（100株）以上保有の株主

及び毎年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された１単元（100株）以上保有の

株主

(2）優待内容

①　図書カードの贈呈

３月31日現在の株主

・保有株式500株以上1,000株未満の株主に対し、500円分の図書カードを贈呈。

・保有株式1,000株以上2,000株未満の株主に対し、1,000円分の図書カードを贈呈。

・保有株式2,000株以上の株主に対し、2,000円分の図書カードを贈呈。

②　当社ファミリーセールご招待

３月31日現在の株主

・保有株式100株以上の株主に対し、６月開催の当社ファミリーセール招待状を贈

呈。

・６月ファミリーセールでの10万円（税込）までのお買物に対し、10％の割引券を贈

呈。

９月30日現在の株主

・保有株式100株以上の株主に対し、12月開催の当社ファミリーセール招待状を贈

呈。

・12月ファミリーセールでの10万円（税込）までのお買物に対し、10％の割引券を贈

呈。

※当社ファミリーセールは、当社グループ社員・家族及びその関係者を対象に東京会

場及び大阪会場にて開催しております。

（注）　当会社の単元未満株主は、以下に掲げる権利以外の権利を行使することができない旨定款に定めております。

(1）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2）取得請求権付株式の取得を請求する権利

(3）募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利

(4）前条に規定する単元未満株式の買増しを請求することができる権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1） 有価証券報告書及びその添付書類、

有価証券報告書の確認書

事業年度

（第71期）

自　2017年４月１日

至　2018年３月31日

 2018年６月28日

近畿財務局長に提出

      

(2） 内部統制報告書及びその添付書類 事業年度

（第71期）

自　2017年４月１日

至　2018年３月31日

 2018年６月28日

近畿財務局長に提出

      

(3） 四半期報告書、四半期報告書の

確認書

（第72期第１四半期） 自　2018年４月１日

至　2018年６月30日

 2018年８月９日

近畿財務局長に提出

      

  （第72期第２四半期） 自　2018年７月１日

至　2018年９月30日

 2018年11月７日

近畿財務局長に提出

      

  （第72期第３四半期） 自　2018年10月１日

至　2018年12月31日

 2019年２月12日

近畿財務局長に提出

      

(4） 臨時報告書     

 

 

 

(5)

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決

権行使の結果）の規定に基づく臨時報告書

 

自己株券買付状況報告書

 2018年６月29日

近畿財務局長に提出

 

2018年12月５日

2019年３月５日

2019年４月４日

近畿財務局長に提出

 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

2019年６月27日
 

株　式　会　社　キ　ン　グ
 

 取　締　役　会　御　中  

 

 Ｐ ｗ Ｃ 京　都　監　査　法　人  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中村　源　　　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 若山　聡満　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社キングの2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益及び包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社キング及び連結子会社の2019年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社キングの2019年３月

31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、株式会社キングが2019年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統

制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に

係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社　キング(E02645)

有価証券報告書

71/72



 

 
独立監査人の監査報告書  

 

2019年６月27日
 

株　式　会　社　キ　ン　グ
 

 取　締　役　会　御　中  

 

 Ｐ ｗ Ｃ 京　都　監　査　法　人  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中村　源　　　印

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 若山　聡満　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社キングの2018年４月１日から2019年３月31日までの第72期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

キングの2019年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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